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本日の内容
１．前３か年経営計画 「堅進１２６計画」 の総括・・・・・・Ｐ ２

２．新中期経営計画 「凜進１３０計画」
の基本方針について ・・・・・Ｐ１１

３．新中期経営計画 「凜進１３０計画」
の事業戦略について ・・・・ Ｐ２３

４．２０１１年３月期決算の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ３４

５．２０１２年３月期業績予想・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ４８
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前３か年経営計画
「堅進１２６計画」 の総括
１．
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３か年経営計画「堅進１２６計画」の基本方針

１１．．前前３か年経営計画３か年経営計画「堅進１２６計画」「堅進１２６計画」のの総括総括

① 「環境保全」のための取組み強化

② 提供するサービスの品質向上

③ なんばエリアのさらなる価値向上

④ 有望事業の成長加速

⑤ 沿線活性化の推進

最終年度（２０１１年３月期）数値目標

修正目標※3当初目標※2

１２倍１０倍未満連結有利子負債残高

／ＥＢＩＴＤＡ倍率※1

１００億円１７０億円以上連結経常利益

※1 ＥＢＩＴＤＡ＝営業利益＋減価償却費
※2  当初目標は2008年3月28日公表時の数値
※3  修正目標は2010年4月30日公表時の数値
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１．前３か年経営計画１．前３か年経営計画 「「堅進堅進１２１２６６計画」の総括計画」の総括

１）１） 連結業績のまとめ連結業績のまとめ

５，００５４，９３６５，０５７５，１７１５，０２３有利子負債残高

４０５４２５４３１４１４４９１ＥＢＩＴＤＡ

堅進126計画

１２．５倍

２１７

４０１

７３

１０５

１９６

１，８３３

2009年3月期

実績

堅進126計画進化123計画

２２５２２６２２４２０２減価償却費

１１．６倍

２０７

３０

１１４

１９９

１，８６１

2011年3月期

実績

１２．４倍

２４１

１９

９３

１８０

１，９５５

2011年3月期

修正予想※

９９１１３当期純利益

２７０２４８設備投資額

１１．７倍１０．２倍
有利子負債残高

／ＥＢＩＴＤＡ倍率

１２０１８９経常利益

２０７２８８営業利益

１，８５８１，８８２営業収益

2010年3月期

実績

2008年3月期

実績

（単位：億円）

※ 修正予想は2010年11月11日（第２四半期決算説明会）時点の数値
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【有利子負債残高】 【有利子負債残高／EBITDA倍率】

１．前３か年経営計画１．前３か年経営計画 「「堅進堅進１２１２６６計画」の総括計画」の総括

２）２） 有利子負債残高の推移有利子負債残高の推移

（単位・億円） （単位・倍）

14.3

13.7

12.6

11.4

10.2

12.5

11.7 11.6

5,740 5,565 5,375 5,151 5,023 5,171 5,057 4,9365,832

12.8

創生１２０計画
（03/3期～05/3期）

進化１２３計画
（06/3期～08/3期）

堅進１２６計画
（09/3期～11/3期）
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３）運輸業

１１．．前前３か年経営計画３か年経営計画「堅進１２６計画」の総括「堅進１２６計画」の総括

◇基本方針
安全・サービスレベルの向上、新たな収益源の
創出及び効率的な事業運営体制の構築

■安全レベルやお客さまへのサービスのさらなる向上
・新型ＡＴＳの整備等、安全投資を実施（３年間 投資額約１３０億円）
・駅バリアフリー化工事の推進（３年間 １８駅のバリアフリー化工事完了）
・連続立体交差事業の推進（泉佐野市内完成、堺市・高石市・泉大津市内推進中）

■新たな収益源の創出及び効率的な事業運営体制の構築
・こうや花鉄道プロジェクト 観光列車「天空」の運行開始（2009年7月）
・シャープ関連輸送で新規路線バス運行開始（2010年1月）
・徳島バスを子会社化（2009年4月）
・要員数、工事費削減等による効率的な事業運営体制の構築

泉大津市内連続立体交差事業
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４）不動産業、流通業（なんばエリア）

１１．．前前３か年経営計画３か年経営計画「堅進１２６計画」の総括「堅進１２６計画」の総括

◇基本方針
なんばエリアのさらなる価値向上に向けたプロジェクトの推進

・南海ターミナルビル再生計画実施（南海ﾋﾞﾙ改修、なんばｶﾞﾚﾘｱ整備、難波駅改良等）
・なんばパークスリニューアルオープン（2010年3月）
・フレイザーレジデンス南海大阪開業（2010年10月）
・なんばＣＩＴＹ再生リニューアルグランドオープン（2011年4月）
・難波再開発区域内へのライブホール（Zepp Osaka）誘致決定

南海ビル改修 なんばガレリア整備 ﾌﾚｲｻﾞｰﾚｼﾞﾃﾞﾝｽ南海大阪
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５）不動産業、流通業（沿線）

１１．．前前３か年経営計画３か年経営計画「堅進１２６計画」の総括「堅進１２６計画」の総括

◇基本方針
不動産賃貸関連ビジネスの強化及び沿線価値の向上

・堺市内の賃貸マンション事業を強化
・泉佐野駅高架下の商業施設オープン（2010年11月）
・熊野古道にドライブイン

「古道歩きの里ちかつゆ」を開業（2010年3月）

６）不動産業（販売業）
◇基本方針
既存住宅地の販売促進と新たな事業の展開

・主な既存住宅地の販売実績（３か年累計）
南海林間田園都市・彩の台 １１１区画
南海くまとり・つばさが丘 １３２区画

・分譲マンション事業の推進
・リフォーム事業のショールーム５店舗体制（2009年8月）

賃貸ﾏﾝｼｮﾝ「ｻｻﾞﾝｸﾚｽﾄ堺」

南海リフォームプラザ「千里豊中店」
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７）レジャー・サービス業

１１．．前前３か年経営計画３か年経営計画「堅進１２６計画」の総括「堅進１２６計画」の総括

◇基本方針
有望事業分野での収益基盤の着実な拡充

・葬祭ビジネスの拡大（７店舗完成、２０店舗体制を目標に）
・ビル管理メンテナンス業
：事業買収（インターホリデイ㈱）を実施（2009年6月）
：関西圏、首都圏における業容拡大

８）建設業
◇基本方針
民間非住宅工事分野への拡大等による受注高の確保と
原価管理の強化等による利益の達成

・民間非住宅工事受注高実績 １２７億円（３か年累計）
・事業買収（日本ケーモー工事㈱）を実施（2010年4月）

葬儀会館ティア藤井寺店
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１１．．前前３か年経営計画３か年経営計画「堅進１２６計画」の総括「堅進１２６計画」の総括

～堅進１２６計画総括～

◇「環境保全のための取組み強化」、「提供するサービスの品質向上」、
「なんばエリアのさらなる価値向上」など、事業価値向上についての
テーマにおいては、ＣＯ２排出量の削減やなんば駅№1計画及び南海
ターミナルビル再生計画の推進、葬祭事業の拡大など、概ね計画を達
成。

◇数値面については、生産性向上やコスト削減といった「守り」におけ
る取組みを推進したものの、事業環境の悪化などにより、有望事業の
成長加速といった「攻勢」面で所期の成果を得ることができず、計画策
定当初の数値目標は未達となった。
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新中期経営計画「凜進１３０計画」
の基本方針について

２．
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２．新２．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の基本方針の基本方針についてについて

・アジアの成長

・関西国際空港の活性化

・「官から民へ」の流れ

・高齢化社会の新ライフスタイル

事業の選択と集中

・パークス開業を端緒とする
なんばエリアの価値向上

・不採算事業からの撤退

強靭な経営体質への転換

・有利子負債の圧縮

・生産性の向上

新たな潮流

これまでの経営

構造的な外的要因

・人口減少と少子高齢化

・梅田・天王寺の大規模開発によるエ
リア間競争の激化

事業構造の変革

↑

・効率性の追求

・拡大と成長

縮小均衡のスパイラル

１）凜進１３０計画の方向性

創生120計画（2002～2004年度）

進化123計画（2005～2007年度）

堅進126計画（2008～2010年度）

創生120計画（2002～2004年度）

進化123計画（2005～2007年度）

堅進126計画（2008～2010年度）
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２．新２．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の基本方針の基本方針についてについて

・環境重視企業

・コンプライアンス経営推進企業

・顧客指向型企業（「お客さまとともに」歩む信頼企業）

～永続的テーマ～

・環境重視企業

・コンプライアンス経営推進企業

・顧客指向型企業（「お客さまとともに」歩む信頼企業）

～永続的テーマ～

グループ経営方針

中長期経営ビジョン

・高いクオリティを持つ企業集団としての「南海グループ」

・全国的に信頼される「南海ブランド」

～今後１０年間で目指すべき企業像～

※進化123計画（2005～2007年度）策定時に制定

・高いクオリティを持つ企業集団としての「南海グループ」

・全国的に信頼される「南海ブランド」

～今後１０年間で目指すべき企業像～

※進化123計画（2005～2007年度）策定時に制定

２）凜進１３０計画の構成概念

凜進１３０計画

当社グループのコア事業は鉄道をはじめとした公共交通事業であり、これまで最優先で取り

組んできた「安全・安心の追求」は今後も最重要事項である。
また、環境・コンプライアンス・サービス向上といったテーマについても、永続的に取り組む。
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２．新２．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の基本方針の基本方針についてについて

事業の『効率性追求』と『拡大と成長』に取り組み、
事業構造の変革を成し遂げる。

３）凜進１３０計画の考え方

＝「凜として推進する」長期的な視点と確固たる信念をもって、
毅然とした姿勢で取り組む

～推進体制の構築と実行責任の明確化による実現～～推進体制の構築と実行責任の明確化による実現～

１．観光・インバウンドビジネスの推進１．観光・インバウンドビジネスの推進

５．グループ経営基盤の強化５．グループ経営基盤の強化

２．不動産・流通事業の拡大２．不動産・流通事業の拡大

３．新たな事業領域への進出３．新たな事業領域への進出 ４．なんばのまちづくり推進４．なんばのまちづくり推進

基本方針
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２．新２．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の基本方針の基本方針についてについて

４）凜進１３０計画 基本方針

①観光・インバウンドビジネスの推進

豊富な観光資源を活かし、沿線外からのお客さまを獲得するとともに、
インバウンド分野での積極的な連携強化と、新たな事業スキームの確
立、将来的なビジネス・居住への拡大を進め、リーディングカンパニー
を目指す。

<主な取組み>
関西空港と都心間の輸送（電車・バス）を担う強みを活かし、
様々なビジネスチャンスを拡大する。
◆情報発信・案内サインの多言語化対応等受け入れ体制の強化
◆なんばでの戦略施策
◆アライアンスの強化
◆観光資源開発
◆沿線イベントのプロモーション
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２．新２．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の基本方針の基本方針についてについて

４）凜進１３０計画 基本方針

②不動産・流通事業の拡大

当社グループの事業構造の変革を企図して、運輸事業と並ぶ柱と
すべく、首都圏などエリアの拡張とＭ＆Ａ・アライアンスの積極的な活
用により、事業の拡大と成長に取り組む。

<主な取組み>
◆不動産賃貸事業及びビルメンテナンス事業の拡大
◆マンション・戸建分譲事業の拡大
◆小売・飲食事業の拡大
◆駅ナカビジネスの強化、ＰＭ事業への進出
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２．新２．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の基本方針の基本方針についてについて

４）凜進１３０計画 基本方針

③新たな事業領域への進出

現行事業の周辺事業、新たな潮流を捉えた新規事業や公共関連ビ
ジネスの積極的な展開を図り、グループ内コンテンツの充実を図る。

<主な取組み>
◆周辺事業のＭ＆Ａ、アライアンス
◆子育て支援事業の育成、シニアビジネスへの参入
◆ＰＰＰ・ＰＦＩ事業への参画、指定管理物件の受注拡大



18

２．新２．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の基本方針の基本方針についてについて

４）凜進１３０計画 基本方針

④なんばのまちづくり推進

なんばにおけるリーディングカンパニーとして、行政・事業者・住民と
連携を図り、事業集積を促進するとともに、ハード・ソフト両面で特徴あ
るまちづくりを行う。

<主な取組み>
◆南海会館ビル建替計画の具現化
◆難波再開発区域（Ｃ街区）への本社移転及び
教育・文化施設の誘致
◆南海エリアでの地域協働
・「ミナミまち育てネットワーク」の活動推進等
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２．新２．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の基本方針の基本方針についてについて

４）凜進１３０計画 基本方針

⑤グループ経営基盤の強化

成長戦略の実現に貢献できる人材の創出・活用を図るとともに、債務
とキャッシュフローのバランス改善と収益拡大を両立させることにより、
財務体質の改善を図る。

また、経営資源配分の最適化、グループ各事業の連携強化及び間
接部門業務の標準化・効率化により、グループ利益の最大化を実現す
る。

<主な取組み>
◆事業の拡大・成長に資する多様な人材の獲得・育成と活用
◆間接部門のシェアードサービス化の推進
◆債務とキャッシュフローのバランス改善と収益拡大の両立
◆投資目的に応じた資金調達の多様化
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２．新２．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の基本方針の基本方針についてについて

１．事業コンセプト
○南海ターミナルビル再生計画の
集大成
○なんばの新たなフラッグシップとして
関西国際空港直結のターミナルに
ふさわしいビルを計画。
○併せて周辺環境を整備し、都市機能
を向上させる。

２．主な施設構成
○オフィス、ホール、商業施設など

＜参考＞なんばのまちづくり推進

南海会館ビル建替計画の方向性について

開発イメージ
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２．新２．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の基本方針の基本方針についてについて

難波Ｃ街区計画について

１．事業コンセプト
○「南へ広がるなんばエリア」
○なんばターミナルの南端から学術・文化・観光の情報発信を行い、
ミナミ・なんばの活性化（回遊性の向上とエリアの拡大）を図る。

２．施設構成
○Ｚｅｐｐ Ｏｓａｋａ（2012年春完成予定）
○大阪府立大学、南海電鉄本社（2013年春完成予定）

＜参考＞なんばのまちづくり推進

完成予想イメージ 完成予想イメージ 完成予想イメージ
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２．新２．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の基本方針の基本方針についてについて

２，３００億円以上連結営業収益

１０倍台

１３０億円以上

２０１５年３月期

目 標

連結有利子負債残高

／ＥＢＩＴＤＡ倍率

連結経常利益

※ ＥＢＩＴＤＡ＝営業利益＋減価償却費

債務とキャッシュフローのバランス改善と

収益拡大の両立により、財務体質の改善を図る。

５）最終年度（２０１５年３月期）数値目標



23

新中期経営計画「凜進１３０計画」
の事業戦略について

３．
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３３．新．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の事業戦略の事業戦略についてについて

１）事業戦略（運輸セグメント）

◇環境に優しい公共交通機関として安全・安心の維持・向上

◇人口減等将来の社会構造に適応した事業の効率化体制構築

◇海外からのインバウンドを含む、沿線外からの旅客誘致の推進

＜主な取組み＞
○連続立体交差事業の推進、安全レベルの向上
○需要に応じた運輸送形態への変更、路線の再編
○生産性向上施策の推進、コストダウンへの永続的な取り組み
○インバウンド対応を含めた、グループ内外でのネットワーク拡充
○公的セクターなどからの受託業務の拡大
○関西空港関連輸送の拡充、高速バスの収益力強化
○広告収入の拡大、運輸雑収の拡充

○フォワーダーなど貨物事業の拡大

【数値目標】 ２０１５年３月期 営業収益：８６７億円、営業利益：１１３億円

４か年合計 投資額：５０１億円
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３３．新．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の事業戦略の事業戦略についてについて

２）事業戦略（不動産セグメント）

（賃貸業）

◇新規物件取得や新たな事業領域への進出による事業拡大

（販売業）

◇既存物件の早期資金回収の継続及びマンション・戸建分譲事業の
拡大

＜主な取組み＞
○新規物件の取得（ＰＭ受託含む）による事業拡大
○ＡＭ機能、ＰＭ機能の強化による収益向上
○リノベーション事業・開発事業の推進
○マンション・戸建分譲事業の拡大
○住み替え支援事業、リフォーム事業の推進
○沿線ニュータウンの再生、団地建替等、沿線での再開発事業

【数値目標】 ２０１５年３月期 営業収益：３３４億円、営業利益：７２億円

４か年合計 投資額：５０５億円
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３３．新．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の事業戦略の事業戦略についてについて

３）事業戦略（流通セグメント）

◇既存商業施設のブラッシュアップによる収益力の向上

◇収益基盤の拡充
～小売・飲食事業等の強化・拡大、ＰＭ機能強化～

＜主な取組み＞
○コンビニも含めた駅ビジネスの再構築による経営効率向上と収益力強化
○ＡＭ機能、ＰＭ機能の強化による収益向上
○Ｍ＆Ａ及び他社物件への出店等による飲食・物販事業の強化拡大
○リニューアル等によるなんばＣＩＴＹ、なんばパークスなど既存施設の競争力強化
○他社施設のＰＭ受託による新たな事業分野への挑戦
○レンタルショップ事業のドミナント戦略に基づく新規出店（徳島県）

【数値目標】 ２０１５年３月期 営業収益：３７９億円、営業利益：３２億円

４か年合計 投資額：２６２億円
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３３．新．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の事業戦略の事業戦略についてについて

４）事業戦略（レジャー・サービスセグメント）

（レジャー）

◇グループ連携力による国内外からの顧客誘致の促進

（サービス）

◇収益基盤の拡充
～ビルメンテナンス事業、葬祭事業、マンション管理事業、ＰＰＰ事業等～

＜主な取組み＞
○旅行・貸切バス・ホテルなどグループ連携強化の下、医療ツーリズム、
ＭＩＣＥ等の成長分野の強化
○マンション・オフィスのビルメンテナンス事業、マンション管理事業の拡大
○ＰＰＰ・ＰＦＩ事業の拡大
○葬祭事業の積極的展開（20店舗体制の確立）及びその周辺関連事業への参入
○子育て層、シニア層向けの沿線生活支援事業の拡大
○業績不振事業の抜本的収支改善策の構築

【数値目標】 ２０１５年３月期 営業収益：４９０億円、営業利益：２１億円

４か年合計 投資額：１３３億円
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３３．新．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の事業戦略の事業戦略についてについて

５）事業戦略（建設セグメント）

◇グループ連携による鉄道関連工事分野に続く事業領域の育成

◇与信管理の徹底等による経営基盤の整備・強化

＜主な取組み＞
○施工管理体制の厳格化、品質の向上
○与信管理の徹底、工事原価管理の徹底による所要利益額の確保
○新規事業、成長市場における事業強化
○電鉄・グループ会社との連携強化による事業展開

【数値目標】 ２０１５年３月期 営業収益：４４２億円、営業利益：８億円
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２３３

５４

６

５２

２４

４８

４７２

増減額

１０．８倍

５，１６９

４７９

２３２

８３

１３８

２４７

２，３３３

2015年3月期

計画

１２．６４２５ＥＢＩＴＤＡ

１１．６倍

４，９３６

２２６

３０

１１４

１９９

１，８６１

2011年3月期

実績

４．７有利子負債残高

有利子負債残高

／ＥＢＩＴＤＡ倍率

２．７

１７０．２

２０．７

２４．０

２５．３

増減率

当期純利益

減価償却費

経常利益

営業利益

営業収益

６）業績ハイライト （単位：億円・％）

３３．新．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の事業戦略の事業戦略についてについて
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（単位：億円・％）７）営業収益及び営業利益の内訳

４７２

△ ２

３０

１５４

１４５

８０

１６

増減額

２，３３３

△ １９３

１５

４４２

４９０

３７９

３３４

８６７

2015年3月期 計画

１，８６１

△ ２４２

１６

４１１

３３６

２３４

２５３

８５０

2011年3月期 実績

２５．３合 計

調整額

△ １２．６その他の事業

７．３建設業

４５．７レジャー・サービス業

６１．７流通業

３１．７不動産業

１．９運輸業

増減率営業収益

４８

△ ２

△ ４

１９

１５

７

１０

増減額

２４７

１

０

８

２１

３２

７２

１１３

2015年3月期 計画

１９９

△ １

１

１２

２

１６

６４

１０２

2011年3月期 実績

２４．０合 計

調整額

△ ８６．７その他の事業

△ ３５．３建設業

９１４．４レジャー・サービス業

８８．６流通業

１１．４不動産業

９．９運輸業

増減率営業利益

３３．新．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の事業戦略の事業戦略についてについて
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セグメントの構成状況セグメントの構成状況

運輸
867
（34.3%）

不動産
334
（13.2%）

流通
379
（15.0%）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ
490
（19.4%）

建設
442
（17.5%）

その他
15
（0.6%）

営業収益
（単位：億円）

20112011年年33月期月期（実績）（実績） 20120155年年33月期月期（計画）（計画）

運輸
850
（40.4%）

不動産
253
（12.0%）

流通
234
（11.2%）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ
336
（16.0%）

建設
411
（19.6%）

その他
16
（0.8%）

営業利益
（単位：億円） 運輸

113
（45.9%）不動産

72
（29.3%）

流通
32
（12.9%）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ
21
（8.6%）

建設
8
（3.2%）

その他
0
（0.1%）

運輸
102
（51.3%）

不動産
64
（32.3%）

流通
16
（8.4%）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ
2
（1.0%）

建設
12
（6.1%）

その他
1
（0.9%）

３３．新．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の事業戦略の事業戦略についてについて
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（単位：億円・％）８）投資額及び減価償却費の内訳

１，３８３

△ ２０

０

２

１３３

２６２

５０５

５０１

凜進130計画 4か年累計

８７８

－

０

１３

６０

８１

３５２

３６８

堅進126計画 3か年累計

２９３

－

０

５

２０

２７

１１８

１２３

堅進126計画 年平均

３４６合 計

△ ５調整額

０その他の事業

１建設業

３３レジャー・サービス業

６５流通業

１２６不動産業

１２５運輸業

凜進130計画 年平均投資額

６

０

△ ０

△ １

２

７

△ ３

増減額

２２６

△ ４

０

１

１７

３４

４７

１２９

2011年3月期 実績

２３２

△ ４

０

１

１７

３６

５５

１２７

2015年3月期 計画

２．７合 計

調整額

２３７．５その他の事業

△１１．４建設業

△ ４．７レジャー・サービス業

５．０流通業

１５．３不動産業

△ １．９運輸業

増減率減価償却費

３３．新．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の事業戦略の事業戦略についてについて
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△ ８６５

△ １，５５５

６９０

１

△ ２

３

増減額

△ ０．４

△ １．１

０．８

０．２

△ １．１

１．１

増減率

０．３２９７２９４定期外旅
客
収
入

△ ０．３２２７２２９定 期

０．０５２４５２３合 計

△ ０．１

△ ０．３

０．２

年平均

増減率

2015年3月期

計画

２２５，２００

１３７，９２９

８７，２７１

２２６，０６５合 計

１３９，４８４定 期

８６，５８１定期外輸
送
人
員

2011年3月期

実績

（単位：億円・千人・％）９）鉄道旅客収入と輸送人員の計画

１０）不動産業の内訳

１２

６６

△ ４

１３

増減額

不動産販売業

不動産賃貸業

８４．１△ ２△ １４営業利益

６８

７８

１８９

2011年3月期 実績

１３４

７４

２０３

2015年3月期 計画

９６．５営業収益

△ ５．７営業利益

７．１営業収益

増減率

（単位：億円・％）

３３．新．新中期中期経営計画経営計画 「「凜進凜進１１３０３０計画」計画」の事業戦略の事業戦略についてについて
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４．２０１１年３月期 決算の概要
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１）業績ハイライト

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要

（単位：百万円・％）

増減理由 営 業 収 益 ： 建設業の完成工事高の増加や、不動産業の分譲マンションの販売増加等により増収

営 業 利 益 ： 不動産業の減価償却費の増加等により減益

当 期 純 利 益 ： 下記会計方針変更や南海会館ビル建替計画に関連する特別損失の計上により減益

会計方針の変更 ：鉄道事業における連続立体交差化工事等を行うに当たり、地方公共団体等より工事費の一部として工事
負担金等を受領して固定資産を取得した場合には、取得原価の総額を固定資産に計上しておりましたが、

当該工事負担金等を取得した固定資産の取得原価から直接減額する方法に変更いたしました。

△６９．２△ ６，８６２３，０５４９，９１６当期純利益

△ ４．５△ ５４０１１，４６６１２，００６経常利益

△ ４．２△ ８６６１９，９００２０，７６７営業利益

０．２３１６１８６，１６４１８５，８４８営業収益

増減率増減額2011年3月期2010年3月期
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（単位：百万円）

２）資産、負債及び純資産の状況

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要

増減理由 流動資産 ：販売用不動産の売却による減少及び大型工事未収金の回収等による減少

固定資産 ：連続立体交差化工事の進捗等による建設仮勘定の増加があったものの、会計方針
の変更に伴い繰延税金資産を取崩したこと等による減少

負 債 ：借入金の返済及び社債の償還等による減少

純 資 産 ：剰余金の配当による減少があったものの、当期純利益の計上による増加

８１９，３５４

１２８，１６５

（５０５，７３６）

６９１，１８８

８１９，３５４

７２４，５７６

９４，７７７

2010年3月末

３０１１２８，４６７純資産合計

７９９，４５５

（４９３，６２３）

６７０，９８８

７９９，４５５

７１７，８９３

８１，５６２

2011年3月末

△１９，８９８負債純資産合計

（△１２，１１３）（有利子負債）

△２０，１９９負債合計

△１９，８９８資産合計

△ ６，６８３固定資産

△１３，２１５流動資産

増減額
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（単位：百万円）

３）キャッシュ・フローの状況

△ ３２６△１５，０６４△１４，７３７財務活動によるキャッシュ・フロー

１７，５６１

△１８，４９５

３３，１４３

2011年3月期

△ ４１７

△２，６５６

７，５８３

増減額

１７，９７９

△１５，８３９

２５，５５９

2010年3月期

現金及び現金同等物の期末残高

投資活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要

●営業活動によるキャッシュ・フロー
たな卸資産の減少による収入の増加

●投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出の増加

●財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の償還による支出の増加



38

建設業

（５社）

その他の事業

（６社）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ業
（２４社）

流通業

（６社）

不動産業

（４社）

運輸業

（２９社）

【連結子会社５３社・非連結子会社１１社・関連会社５社（うち持分法適用会社３社）】

セグメントの構成状況セグメントの構成状況 （２０（２０１１１１年年３３月末現月末現在在））

営業収益 （単位：億円） 営業利益 （単位：億円）

※当社は複数セグメントに重複して含まれております。

運輸
850
（40.4%）

不動産
253
（12.0%）

流通
234
（11.2%）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ
336
（16.0%）

建設
411
（19.6%）

その他
16
（0.8%）

増減（対 ２０１０年３月末現在） 連結子会社の増加 １社 （日本ケーモー工事株式会社）

注．当期から、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」を適用したことにより、
マネジメント・アプローチに基づいたセグメント区分に変更しております。

連結子会社の減少 ２社 （南海都市創造株式会社及び南海砂利株式会社）
持分法適用関連会社の増加 １社 （南海リハウス株式会社）

運輸
102
（51.3%）不動産

64
（32.3%）

流通
16
（8.4%）

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ
2
（1.0%）

建設
12
（6.1%）

その他
1
（0.9%）

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要
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１）セグメント別営業収益

（単位：百万円 ・％）

０．２

△１２．８

５．７

△ ４．４

１．９

３．９

△ ２．３

増減率

１８５，８４８

△２４，７６５

１，９０６

３８，９４５

３５，２０６

２３，０３８

２４，３９５

８７，１２０

2010年3月期

９４１２５，３３６不動産業

３１６１８６，１６４合計

△２４，２０８調整額

△ ２４３１，６６３その他の事業

２，２１２４１，１５７建設業

△１，５４６３３，６５９レジャー･サービス業

４２８２３，４６６流通業

△２，０３１８５，０８８運輸業

増減額2011年3月期

注．当期から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」を適用したことに
より、前年実績数値については、マネジメント・アプローチに基づいたセグメント区分に変更しております。

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要
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２）セグメント別営業利益

（単位：百万円 ・％）

△ ４．２

△ ８．４

３９．１

△７２．４

１７．３

△１４．６

△ ０．７

増減率

２０，７６７

△４０４

１９７

８８０

７５８

１，４３３

７，５６１

１０，３３９

2010年3月期

△１，１０１６，４５９不動産業

△ ８６６１９，９００合計

△１２５調整額

△ １６１８０その他の事業

３４４１，２２５建設業

△ ５４９２０９レジャー･サービス業

２４７１，６８１流通業

△ ６９１０，２６９運輸業

増減額2011年3月期

注．当期から「セグメント情報等の開示に関する会計基準」及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」を適用したことに
より、前年実績数値については、マネジメント・アプローチに基づいたセグメント区分に変更しております。

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要
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３）運輸業の実績 （減収減益）
（単位：百万円 ・％）

増減理由 鉄道事業 ：旅客収入、運輸雑収の減（前期 バリアフリー化工事負担金受入あり）

バス事業 ：関西国際空港リムジンバスの堅調による増（前年インフルエンザの影響による反動増あり）

海 運業 ：前年和歌山徳島航路利用促進事業（社会実験）終了による反動減

△２２．７△２，６５５９，０５６１１，７１１
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

△ ２．８△ ３６７１２，９６２１３，３２９減価償却費

△ ０．７△ ６９１０，２６９１０，３３９営業利益

８７，１２０

△５，４７１

４，１１２

３，２５６

２，１７０

２４，３９３

１，３３３

５７，３２７

2010年3月期

１．４１９１，３５２軌道事業

△ ２．３△２，０３１８５，０８８営業収益

△５，６９２調整額（セグメント内）

２．７１１１４，２２３車両整備業

１０．０３２６３，５８２貨物運送業

△１３．５△ ２９２１，８７７海運業

０．９２２４２４，６１７バス事業

△ ３．８△２，１９８５５，１２８鉄道事業

増減率増減額2011年3月期

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要
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鉄道旅客収入と輸送人員表
（単位：百万円 ・千人・％）

２２６，０６５

１３９，４８４

８６，５８１

５２，３２９

２２，９２２

２９，４０７

2011年3月期

△０．３

△０．６

０．０

△０．８

△１．５

△０．２

増減率

２２６，８３４合 計

１４０，２８８定 期

８６，５４６定期外輸
送
人
員

５２，７３５合 計

２３，２６１定 期

２９，４７４定期外旅
客
収
入

2010年3月期全 線

７，４５７

３，５４５

３，９１２

４，３８８

１，１３０

３，２５７

2011年3月期

０．８

０．５

１．１

１．０

０．３

１．３

増減率

７，３９６合 計

３，５２８定 期

３，８６８定期外輸
送
人
員

４，３４３合 計

１，１２７定 期

３，２１５定期外旅
客
収
入

2010年3月期空港線

（単位：百万円 ・千人・％）

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要



43

４）不動産業の実績 （増収減益）
（単位：百万円 ・％）

増減理由 不動産賃貸業 ：主に減価償却費の増(南海ターミナルビル再生工事関連）による減益

不動産販売業 ：分譲マンション等の販売促進による増収

主な分譲マンション「なんばグランドマスターズタワー」、「メゾンドデラッセ住ノ江安立(あんりゅう)」

主な利益内訳 不動産賃貸業 7,871（△1,262）、不動産販売業 △1,416（+202）

△２７．３△２，７４７７，３０７１０，０５５
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

１５．６６４２４，７５２４，１０９減価償却費

△１４．６△１，１０１６，４５９７，５６１営業利益

２４，３９５

△２８５

５，４４５

１９，２３４

2010年3月期

３．９９４１２５，３３６営業収益

△４６９調整額（セグメント内）

２５．３１，３７５６，８２０不動産販売業

△ １．３△ ２４９１８，９８５不動産賃貸業

増減率増減額2011年3月期

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要
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（単位：百万円 ・％）
５）流通業の実績 （増収増益）

△３４．９△１，３３７２，４９８３，８３６
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

３．０９８３，４３４３，３３６減価償却費

１．９４２８２３，４６６２３，０３８営業収益

１７．３２４７１，６８１１，４３３営業利益

△１，６３３

６６５

１２，４５０

１１，５５５

2010年3月期

△１，２７５調整額（セグメント内）

３５．２２３４８９９その他

４．０４９２１２，９４３物品販売業

△ ５．７△ ６５７１０，８９８
ショッピングセンター

の経営

増減率増減額2011年3月期

増減理由 ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰの経営 ： なんばＣＩＴＹ再生リニューアル工事期間中の店舗閉鎖等による減収

物品販売業 ：難波駅改良工事の完成に伴う増床効果が通期寄与

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要
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６）レジャー・サービス業の実績 （減収減益）
（単位：百万円 ・％）

３３．０４４１１，７７９１，３３７
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

△ ６．６△ １２５１，７６６１，８９１減価償却費

△７２．４△ ５４９２０９７５８営業利益

△ ４．４△１，５４６３３，６５９３５，２０６営業収益

△ ９．２△ ７９７８４８６３印刷業

△ ３．３△ ６２２１８，１５１１８，７７３ビル管理メンテナンス業

△１，９９８

６，１５５

１，４２４

５，６６１

１，４２６

１，８５１

１，０４８

2010年3月期

△１１．４△ １６２１，２６１広告代理業

０．３６１，８５７旅行業

△１，９８３調整額（セグメント内）

４．３２６２６，４１８その他

△１１．１△ ６２７５，０３３競艇施設賃貸業

△１１．３△ １６１１，２６４ホテル・旅館業

△１６．８△ １７６８７２遊園事業

増減率増減額2011年3月期

増減理由 競艇施設賃貸業 ：来場者数の減少等に伴う舟券売上の減少による減収

ビル管理メンテナンス業 ：前期に大型設備工事があったことによる反動減

その他：葬祭事業拡大による増収等

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要
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７）建設業の実績 （増収増益）

（単位：百万円 ・％）

１１．０６６７６１
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

△１６．２△ ３２１６６１９９減価償却費

３９．１３４４１，２２５８８０営業利益

８．８３，２９３４０，７０３３７，４１０建設業

５．７２，２１２４１，１５７３８，９４５営業収益

△６３８

２，１７３

2010年3月期

△２５９調整額（セグメント内）

△６７．２△１，４６０７１３建築材料卸売業

増減率増減額2011年3月期

増減理由 建設業 ：工事原価管理の徹底に伴う利益率向上等による増益

建築材料卸売業 ：南海砂利㈱株式の譲渡による減収

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要
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８）その他の事業の実績 （減収減益）

（単位：百万円 ・％）

９０４．２２４２７２
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

２５．３１８６減価償却費

△ ８．４△ １６１８０１９７営業利益

△１２．７△２４２１，６６９１，９１２その他

△１２．８△２４３１，６６３１，９０６営業収益

△５

2010年3月期

△５調整額（セグメント内）

増減率増減額2011年3月期

４４．２０．２０１１１１年３月期年３月期 決算の概要決算の概要
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５．２０１２年３月期 業績予想
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１）業績ハイライト
（単位：百万円・％）

１．２５，９７６４９９，６００４９３，６２３有利子負債残高

△０．１△ ２０２２，６００２２，６２０減価償却費

１１１．２２３，０６３４３，８００２０，７３６投資額

９９．７３，０４５６，１００３，０５４当期純利益

△３．２△ ３６６１１，１００１１，４６６経常利益

△５．５△１，１００１８，８００１９，９００営業利益

５．２９，７３５１９５，９００１８６，１６４営業収益

増減率増減額
2012年3月期

予想

2011年3月期

実績

増減理由 営 業 収 益 ： 運輸業において減収を見込むものの、新たな成長戦略に基づく事業拡大により増収

営 業 利 益 ： ﾋﾞﾙ管理ﾒﾝﾃﾅﾝｽ業等において増益となったﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ業を除き減益

当 期 純 利 益 ： 特別損益の改善により増益

投 資 額 ：新たな成長戦略投資及びなんばのまちづくり推進投資による増加

有利子負債残高：投資額の増加による増加

５５．２０．２０１２１２年３月期年３月期 業績予想業績予想



50

２）セグメント別営業収益
（単位：百万円 ・％）

５．２

△１５．８

３．３

１５．０

１８．５

４．２

△ ０．７

増減率

１８６，１６４

△２４，２０８

１，６６３

４１，１５７

３３，６５９

２３，４６６

２５，３３６

８５，０８８

2011年3月期

実績

１，０６３２６，４００不動産業

９，７３５１９５，９００合計

△２５，４００調整額

△２６３１，４００その他の事業

１，３４２４２，５００建設業

５，０４０３８，７００レジャー･サービス業

４，３３３２７，８００流通業

△５８８８４，５００運輸業

増減額
2012年3月期

予想

増減理由 運 輸 業 ：鉄道事業における旅客収入の減少による減収

不動産業 ：不動産賃貸業の減収を見込むものの、分譲マンションの販売増加による不動産販売業の増収

流 通 業 ： なんばCITY再生ﾘﾆｭｰｱﾙ効果や物品販売業における事業拡大による増収

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ業 ： ビル管理メンテナンス業の設備工事発生や事業拡大による増収

５５．２０．２０１２１２年３月期年３月期 業績予想業績予想
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３）セグメント別営業利益
（単位：百万円 ・％）

△ ５．５

△ ４４．７

△ １８．４

４２６．０

△ ２２．７

△ １６．４

△ ３．６

増減率

１９，９００

△１２５

１８０

１，２２５

２０９

１，６８１

６，４５９

１０，２６９

2011年3月期

実績

△１，０５９５，４００不動産業

△１，１００１８，８００合計

△０調整額

△ ８０１００その他の事業

△ ２２５１，０００建設業

８９０１，１００レジャー･サービス業

△ ３８１１，３００流通業

△ ３６９９，９００運輸業

増減額
2012年3月期

予想

増減理由 不動産業 ：不動産販売業の増益を見込むものの、不動産賃貸業の賃貸収入の減少等による減益

ﾚｼﾞｬｰ･ｻｰﾋﾞｽ業 ： ビル管理メンテナンス業の設備工事発生や事業拡大による増益

５５．２０．２０１２１２年３月期年３月期 業績予想業績予想
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ＩＲのお問い合わせ先ＩＲのお問い合わせ先

南海電気鉄道株式会社
〒542-8503 大阪市中央区難波五丁目１番60号
経営政策室（ＩＲ担当）
ＴＥＬ：06-6644-7105 ＦＡＸ：06-6644-7108
ＵＲＬ：http://www.nankai.co.jp/

本資料は投資勧誘を目的とした資料ではありません。あくまでも参考資料であり、正確な決算数値等は決算短信・有価証券
報告書等をご参照ください。本資料で記述しております業績予想及び将来予想は、現時点で入手可能な情報に基づいて算
定しておりますが、需要動向などの業況の変化、物価変動等、多分に不確実要素を含んでおります。そのため、実際の業績
は、様々な要因の変化により業績予想と乖離することもありえますので、ご承知おきいただきますようお願いいたします。
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ＭＥＭＯＭＥＭＯ


